
岐阜都市計画用途地域、特別用途地区の変更（岐阜市決定）について 加納地区

加納地区は、中心市街地の南西に位置し、南北方向の(都)徹明
茜部中島線の沿道と東西方向の幹線街路である(都)城南岐大線に
近接する交差点付近に位置しています。同地区は、JR岐阜駅南側
の地域生活拠点の一端を担っており、地区内には、大型商業施設
を含む商業・業務施設が立地、集積しています。

本地区の都市計画の概要 （現況）

区域区分 市街化区域

用途地域 準工業地域

容積率／建ぺい率 ２００／６０

特別用途地区 大規模集客施設立地規制地区

○建築可 ×建築不可 △運動施設の場合、建築不可 青：整備済 赤：整備予定

用途地域・特別用途地区変更の必要性
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都市機能誘導施設
(スーパー)

まわりの住民が日用品の買物などを
するための地域です。住宅や店舗のほか
に小規模の工場も建てられます。

主に軽工業の工場やサービス施設等が
立地する地域です。危険性、環境悪化
が大きい工場のほかは、ほとんど建て
られます。

第2種住居地域

200/60%

■都市施設など

■土地利用

■軸■拠点

○JR岐阜駅南口から
(都)城南岐大線・(都)城南芋島線にかけての地域

○岐阜駅周辺～柳ケ瀬～つかさのまち

○岐阜公園周辺

○岐阜市中央卸売市場周辺

○岐阜公園周辺 ○加納公園周辺

都市計画の現状

位置図（現況用途地域図） 岐阜市都市計画マスタープラン
（地域別構想 中央部）
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変更箇所

準工業地域

200/60%

近隣商業地域

300/80%

第2種住居地域

200/60%

第2種住居地域

200/60%

第1種住居地域

200/60%
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課 題

都市機能誘導施設に位置付けられた大型商業施設の存続や一体的な土地の更なる有効活用を

推進するため、大規模集客施設立地規制地区の変更とともに準工業地域（建ぺい率60％、

容積率200％）から近隣商業地域（建ぺい率80％、容積率300％）に用途地域の変更を行います。

都市計画変更(案)の概要3
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加納地区は、岐阜市都市計画マスタープランでは、地域生活拠点の一部に位置付けられ、

岐阜市立地適正化計画においては「地域生活圏の核となる集約拠点」として都市機能

誘導区域に位置付けられています。一方で、2007(平成19)年に市内の全ての準工業地域

に対し、都市構造に影響を及ぼす大型商業施設の規制を目的に、特別用途地区の一つ

である大規模集客施設立地規制地区を定め、床面積10,000㎡を超える大規模集客施設を

規制しています。

都市機能誘導施設の誘導を図るべき区域であるにもかかわらず、“都市機能誘導施設の

スーパー”として位置付ける当該施設が、現行の都市計画による土地利用規制では既存不適格

となり、施設の存続や有効な土地利用に制限のかかる土地となっています。
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変更する都市計画の概要

用途地域

容積率/建ぺい率

面 積

特別用途地区

変更前 変更後

準工業地域

200/60

大規模集客施設
立地規制地区

近隣商業地域

300/80

なし

約4.0ha 約4.0ha

道路中心線

近隣商業地域

200 300
60 80

準工業地域

都心拠点

観光・コンベンション拠点

複合業務拠点

自然・歴史・景観拠点

地域生活拠点

都市計画道路

幹線・環状バス コミュニティ交通

都心住宅地区 地域商業地区 森林地区

周辺住宅地区 沿道地区 観光・コンベンション地区

郊外住宅地区 工業地区 自然・歴史・景観地区

都心商業地区 農業地区

主要な公園・緑地 河川

計画図(新旧用途地域対照図)



【大規模集客施設立地規制地区とは】
大規模集客施設は、商業地域・近隣商業地域・準工業地域において建築が可能となっていますが、 平成18年の都

市計画法、建築基準法の改正をうけて、本市においては、都市構造に影響を及ぼす大型商業施設の規制を目的に、準工

業地域を対象に特別用途地区の一つとして、平成19年に「大規模集客施設立地規制地区」を定めています。

■対象区域 岐阜市内の全ての準工業地域 （A=約1,213ha）

■規制対象 下表に示す床面積が10,000㎡以上の大規模集客施設を新たに建築することはできません。

【問合せ先】 岐阜市役所 都市建設部 都市計画課 土地利用計画係

〒50０-8701 岐阜市司町40番地1（本庁舎１５階）

 電話 058-265-3906 FAX 058-214-2381
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用 途 具体的な施設の例 備 考
劇場

映画館

演芸場

観覧場

ナイトクラブ

音楽ホール、演劇ホール、多目的ホール

映画館（シネマコンプレックスを含む）

寄席等の演芸場

客席のある総合体育館、スタジアム（屋外観覧場を含む）

客席部分が１0,000㎡を超えるもの

店舗 物販店舗、サービス店舗（銀行のATM、クリーニング店を含む） 売り場等の他、通路、バックヤード等を含み、

その用途部分が１0,000㎡を超えるもの

（駐車場は含まない）飲食店 レストラン、喫茶店

展示場 イベント会場、メッセ

遊技場
マージャン屋、ぱちんこ屋、ゲームセンター、アミューズメント施設、
大規模テーマパーク、カラオケボックス

勝馬投票券券売所、
場外車券売場 など

競馬の券売場
競輪、オートレース、競艇の券売場

その他これに類するもの 

建築物の制限

今後のスケジュール

変更前 変更後
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令和8年
6月12日

令和8年
9月上旬

令和8年
8月下旬

令和8年    
8月中旬

令和8年
7月21日～8月4日

令和8年
7月14日

【用途地域とは】

健全で快適な都市づくりのため、住宅地、商業地、工業地などの地域に区分し、地域ごとに建築できる

建築物の種類（住宅、店舗、工場など）及び建築物の規模（建ぺい率、容積率等）を定めるものです。

＜用途地域制度の変遷＞

現行の用途地域制度は、昭和43年に施行された都市計画法により、8種類の用途地域と地域ごとに建ぺい率

及び容積率等を指定するものとして創設され、その後の法改正によって平成4年に12種類、平成30年に13種類

となりました。

＜岐阜市の用途地域制度の変更経緯＞

本市の用途地域については、昭和43年から昭和48年までは、旧都市計画法に基づいて、4種の用途地域が

指定されていました。昭和48年に8種類の用途地域を指定した後、平成8年には12種類の用途地域へ見直し、

その後も土地利用の状況等に応じて変更を行ってきました。
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